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登壇 

 

丹野：定刻となりましたので、ただいまより、東北電力株式会社、2021 年度決算説明会を開催い
たします。皆様、本日はお忙しい中ご参加をいただき、ありがとうございます。進⾏を務めます東
北電力経理部の丹野でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

早速ですが、弊社出席者を紹介させていただきます。社⻑のඋ口、常務執⾏役員の砂子田、執⾏役
員グループ戦略部門⻑の宮武、経理部⻑の遠藤でございます。 

続きまして、本日の進め方でございますが、最初に弊社 2021 年度決算の概要等について説明をさ
せていただき、その後、質疑応答とさせていただきます。本日の終了目途は 15 時 50 分から 16 時
頃を予定しております。それでは、初めに資料につきまして、社⻑のඋ口より説明させていただき
ます。 
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උ口：උ口でございます。本日はお忙しい中、説明会にご出席いただき、誠にありがとうございま
す。早速ではございますが、これより、2021 年度決算の概要等につきまして、資料に沿ってご説
明させていただきます。 

当社 2021 年度連結業績につきまして、2 ページおよび 3 ページで説明いたします。 

売上高は 2 兆 1,044 億円となり、前年度に比べ 1,823 億円の減となりました。これは、収益認識に
関する会計基準の適用により、4,529 億円減少したことが影響しているものです。 

経常損益は、減価償却方法を定率法から定額法に変更したことにより、減価償却費が減少したもの
の、燃料価格の高騰による燃料費調整制度のタイムラグ影響に加え、卸電力取引市場の価格上昇
や、昨年 2 月および今年 3 月に発生した福島県沖を震源とする地震に伴う火力発電所の停止によ
り、電力調達コストが増加したことなどから、前年度に比べ 1,167 億円減の 492 億円の損失とな
りました。 

親会社株主に帰属する当期純損益は、特別利益として関係会社株式等の売却益を計上いたしました
が、特別損失に、本年 3 月に発生した福島県沖を震源とする地震による被害設備の復旧費用や、イ
ンバランス収支還元損失を計上したことに加え、繰延税金資産の一部取り崩しによる法人税等調整
額の増加などから、前年度に比べ 1,377 億円減の 1,083 億円の損失となりました。 

なお、東北電力グループ中⻑期ビジョンの財務目標である連結キャッシュ利益は、2,573 億円とな
りました。 
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また、3 ページに経常利益の前年度からの変動要因を記載しております。 

特に、燃料費調整制度のタイムラグ影響が大きく収支に影響を与えておりますが、これを除いた場
合は、前年度に比べ 32 億円程度の利益増となっております。 
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続きまして、4 ページをご覧ください。電力販売実績についてご説明いたします。 

小売販売電力量は、新型コロナウイルスの影響で大幅に減少した前年度からの反動などにより、前
年度に比べ約 14 億 kWh 上回る実績となりました。一方、卸売販売電力量は、福島県沖を震源と
する地震により、火力発電所が停止したことに伴い、市場取引が減少したものの、域内での卸売の
増加などにより、前年度に比べ約 1 億 kWh 上回る実績となりました。これにより、全体の販売電
力量は、前年度に比べ約 15 億 kWh 上回る実績となりました。 



 
 

 

サポート 

日本   050-5212-7790    米国   1-800-674-8375  
フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com 

7 

 

 

続きまして、12 ページをご覧ください。 

2021 年度の期末配当につきましては、今ほどご説明した決算の状況等を踏まえ、1 株当たり 15 円
を予定しており、中間配当 20 円と合わせた年間配当金は、1 株につき 35 円となります。 
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2022 年度の業績予想についてご説明いたしますが、ここで先ほど特別損失で申し上げた 3 月の地
震による当社火力発電所の設備被害の状況について触れさせていただきます。事務局より事前に資
料のリンクをお届けしておりますので、ご覧ください。 

3 月の地震発生に伴い、運転中だった新仙台火力 3-1 号、3-2 号、並びに原町火力 1 号が自動停止
しました。その後、新仙台 3-1 号、3-2 号については、地震による被害がなかったことから、3 月
中に運転を再開しております。 
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原町 1 号については、ボイラー内部の配管や揚炭機の脚部などに大きな被害が確認されたことか
ら、復旧作業を⾏い、昨日（5 月 10 日）、発電を再開しております。 
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また、点検のために地震発生時には停止していた原町 2 号、仙台火力 4 号においても、地震による
設備被害が確認されており、鋭意、復旧作業を進めているところです。 

復旧時期の⾒通しは、資料に記載の通りですが、停止期間が⻑引くほど、代替の電源調達が必要と
なるなど、2022 年度の当社収支への影響も大きくなることから、安全確保を最優先に、早期復旧
に全力を尽くし、供給力の確保に努めてまいります。 

このため、2022 年度の業績予想につきましては、地震で被害を受けた火力発電所の復旧時期を⾒
極める必要があることや、ウクライナ情勢の悪化により、燃料価格の動向が不透明であることなど
から、現時点においては合理的な算定が困難な状況であるため、未定としております。 

2022 年度の配当につきましても、業績⾒通しの合理的な算定が困難なことから、中間・期末配当
とともに未定としております。 
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続きまして、トピックスについてご説明いたします。19 ページをご覧ください。2021 年度の主な
取り組みを紹介しております。 

再生可能エネルギーにつきましては、現在 27 件の開発案件に参画し、開発案件が全て事業化され
た場合の持分出力は約 60 万 kW となっております。22 ページに開発・参画中の発電所を一覧で記
載しておりますので、後ほどご覧ください。 

また、火力発電では、コスト競争力のある最新鋭の火力電源である上越 1 号が、今年 3 月に試運転
を開始しております。引き続き、今年 12 月の営業運転開始に向けて、安全確保を最優先に各種試
験を着実に進めてまいります。 
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続いて、20 ページをご覧ください。 

スマート社会実現事業の中核的な役割を担う「東北電力フロンティア」を設立し、昨年 11 月か
ら、「でんき」と「サービス」のパッケージプランや、くらしを彩るさまざまなサービスの提供を
開始しました。 

また、ESG 経営の推進にあたり、「東北電力グループサステナビリティ方針」を新たに制定する
とともに、サステナビリティ推進体制を整備しております。 
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続きまして、21 ページでは、原子力再稼働の取り組み状況についてお示ししております。 

女川 2 号の安全対策工事完了時期を 2023 年 11 月、再稼働時期を 2024 年 2 月ごろと想定してい
る旨、今年 3 月に公表しておりますが、現時点においてもこの計画通り工事を進めているところで
す。 
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続きまして、24 ページをご覧ください。 

当社は、送配電網の系統増強等を含む再生可能エネルギー事業、およびスマート社会実現事業をグ
ループとしての中⻑期的な成⻑分野と位置付け、2030 年頃までに 4,000 億円程度を投資すること
で事業拡大するとともに、早期収益化に取り組むこととしております。 

その内訳として、再エネ電源の開発に 1,000 億円を超える規模、再エネ関連のネットワーク投資に
2,000 億円程度、スマート社会実現事業に 1,000 億円程度の投資を予定しております。 

また、投資効果については、再エネ事業、スマート社会実現事業とともに、連結キャッシュ利益と
して 2030 年に 200 億円程度を目指してまいります。当社といたしましては、成⻑事業の早期収益
化を図りながら、2030 年度以降の着実な成⻑とともに、連結キャッシュ利益の拡大に努めてまい
ります。 

本日は、2021 年度決算の概要および主な取り組み、今後の成⻑事業における事業展開等について
ご説明させていただきました。昨年からの世界的なエネルギー価格上昇に加え、ウクライナ情勢の
悪化などにより、燃料価格の動向が一層不透明感を増している状況において、当社は昨年と今年に
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発生した地震による供給力の低下が重なり、非常に厳しい経営環境が継続しているものと受けとめ
ております。 

先ほどのご説明の通り、2022 年度の業績⾒通しにつきましては、燃料価格の動向や、被災発電所
の復旧時期によって大幅に変動する可能性があることから、未定といたしましたが、当社といたし
ましては、被災発電所の早期復旧に全力で取り組み、供給力の安定化を図るとともに、契約内容の
⾒直しなど、販売面での収益性の向上や、従来の収支改善の取り組みをさらに深掘りし、悪化した
利益水準等の回復に努めてまいります。 

併せまして、電力供給事業の抜本的な構造改革を進めるとともに、財務健全性を確保しながら、投
資等における資本効率性を向上させることで、中⻑期ビジョン「よりそう next」に掲げた財務目
標の達成を目指してまいります。皆様におかれましては、今後もより一層のご支援とご協力を当社
に賜りますようお願い申し上げます。 

私からの説明は以上となります。  
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質疑応答 

 

丹野：これより質疑応答に移ります。 

新家様、お願いいたします。 

 

新家：みずほ証券の新家です。今日は貴重なご説明いただきましてありがとうございます。私から
2 問か 3 問になると思いますが、よろしくお願いいたします。 

1 問目ですけれども、社⻑からもご説明をいただいた地震の影響です。別添のリンクでいただいて
いる資料でご説明いただきましたが、気になるのが自社の発電所というよりは、やはり相馬共火の
新地発電所での損傷が大きかったということで、現時点でも復旧⾒通しが立っていないという理解
でいいのかなと思いますが、確か 1 年前の地震のときにも新地の復旧はかなり時間がかかり、御社
にとっても一定程度コストアップ要因になっていたと思います。現状この新地発電所の復旧⾒通し
については、具体的な時期は言えないのかもしれませんが、どのぐらい⻑期化しそうだとご認識を
されているのか、その点について確認をさせてください。 
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併せて、新地からの受電が⻑い期間できない場合の代替の電源調達は、自社火力の稼動増で対応で
きるものなのか。それとも市場調達に依存せざるを得なくて、足元だとかなり市場価格が高いです
から、相当のコストアップ要因になりうるのか。その点について、少し⻑引いた場合の代替供給コ
ストの観点でもご解説をお願いします。こちらが 1 点目です。 

2 点目ですが、社⻑の最後のご説明の中で、基本的には中計等でお示しされているキャッシュ利益
を達成していく⾒方については変わらないのかなと理解しましたけれども、そういう理解でいいの
かどうかの確認です。足元の収益はかなり厳しいとは思いますが、地震からの復旧と、あと、女川
原発の再稼働が実現した場合のキャッシュ利益としては、まだ中計のターゲットは目指せるという
感触かどうかの確認。 

それをベースにすれば、安定配当の方針、終わった年度は期末配当で減配がございましたが、安定
配当の方針についても、そういう観点では変わらないという理解でいいのかどうかを確認させてい
ただければと思います。 

特に配当の話については、直近で財務体質がかなり傷んできたことと、繰税の取り崩しもあったと
いうことは、将来の収益の⾒通しについても少し慎重な⾒通しになっている可能性もあると思いま
す。そういったことも踏まえながら、中計の利益目標に対する考え方と、併せて配当方針について
のご解説をお願いいたします。1 問ずつが⻑くなってしまったので、この 2 問でお願いいたしま
す。 

උ口：1 問目の地震による火力発電所の停止ですが、詳しく申し上げますと、地震によって被害を
受けたのはまず仙台 4 号です。こちらは一度立ち上げましたが、不具合があり、今、再度止めて補
修をしている状況で、こちらが 6 月 30 日ぐらいには何とか復活させたいということで、今、復旧
工事をしています。 

原町 1 号は、前倒しで頑張ってもらい、昨日発電を再開したということです。原町 2 号について
は、今のところ 7 月の上旬の 13 日をターゲットにして、夏前までに何とか間に合わせようと、復
旧作業を急いでいるところです。 

お話があった通り、問題は新地発電所でありまして、200 万ｋW の内、弊社は 100 万 kW 調達し
ているわけですけれども、新地 2 号は地震の前に主変圧器のトラブルがありまして、これらの原因
で今止まっています。変圧器の原因の究明と対応について作業を進めているところです。 

新地 1 号は地震に伴う復旧作業をしているところですが、前回の地震と同様に、復旧には時間がか
かるのではないかと⾒ております。現地からは、まだ⾒通しについて示せないということであり、
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近々、⾒通しを皆様にお知らせできるのではないかと思いますけれども、希望としては何とか 1 機
は夏の需給逼迫に対応できるよう、夏までには発電を再開してほしいところです。 

残り 1 機は、何とか冬に間に合わせてほしいという希望的観測は持っていますけれども、これも損
傷の状況と、資材の手配等によりまだ最終的な⾒極めができていないため、時間がかかるだろうと
⾒ています。 

代替電源の調達ですが、LNG の調達を増やして自前の LNG 火力での出力増強を図り、kWh の増
強を図っていくことと、市場からの調達、これらを組み合わせながら対応していくことになろうか
と思います。 

市場価格にしても、現状、ウクライナ情勢の悪化で非常に上がっておりますので、安いときには市
場の電源を買いながら、市場が高い場合は自前の電源で補完し、トータル的に⾒て一番効率的な、
そして経済性のある運用で対応していくということを方向性として考えております。 

2 問目の連結キャッシュ利益目標の考え方について、社内で今の目標でいいのかという議論をして
おり、今後、ウクライナ情勢の悪化や諸情勢の状況を⾒ながら、財務目標のあり方について検討が
必要であると思っていますが，現段階では今の目標を堅持していくこととしております。 

配当方針については、安定配当を基本に考えておりますので、配当方針については、これまでの考
え方と変わるものではございません。 

新家：分かりました。ありがとうございました。 

丹野：続きまして、⻄川様、お願いいたします。 

⻄川：お世話になっております。大和証券の⻄川でございます。よろしくお願いします。2 点、私
も質問させてください。どちらも配当の話ですけれども、1 点目は 2021 年度の配当に関して、第
3 四半期のタイミングで未定にし、2 月に 40 円を 35 円に減配するというご発表をされていると思
いますが、これはどういう背景で、どのようにご決断されたのかをもう少し詳しく教えてくださ
い。 

というのは、社⻑様が先ほどおっしゃった通り、御社が安定配当とおっしゃっていたところがまず
片方にあって、さらにこの 40 円から 35 円に下げたというのが、5 円減らしたというのか、10 円
減らしたのか、どっちを取ったとしても、10 円だとしても年間 50 億円ですから、それが 10 年重
なったとしても御社の自己資本に比べるとそんなに大きい話ではないかなと思います。 
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ですので、配当している場合じゃないくらい財務なり収益なりが厳しいということになると、果た
してその程度の減少で良かったのですかという話になるでしょうし、逆にこの 5 円とか 10 円下げ
ることにどういうメッセージがあったのか、どういう考え方があったのかということに関してもう
少し詳しくお伺いしたいというのが 1 点目です。 

2 点目は、それを踏まえて、22 年度の配当は未定ですけれども、35 円を決めた 2 月の段階より
も、状況がかなり厳しくなっていますので、もう一段の配当を減らすことも考えなければいけない
状況にあるとご認識されてらっしゃるのか。それとも、22 年度はそんなに追加で何かしなければ
いけない状況ではないとお考えなのか。2 月の 21 年度の配当水準を決めたときから状況がどのよ
うに変わったか。今の時点でどう受け止めてらっしゃるのか教えてください。以上 2 点、よろしく
お願いします。 

උ口：1 点目について、社内的にはいろいろな議論がありました。お話いただいたように、5 円下
げたときのインパクトはそれほどではないというご指摘はその通りかもしれないですが、お客さま
に対して、契約内容の⾒直しのお願いをし、当然、社員のボーナスも下げ、われわれも業績連動で
それに⾒合った報酬になっています。そういうことで、ステークホルダー間のバランスを考えたと
いうのが一つです。 

配当をゼロにするという議論もありましたが、今の会社の収支状況の中でも安定的な配当を期待さ
れている株主様のご期待にお応えしようということで、5 円減配にさせていただきました。 

2 点目の 22 年度の配当ですが、これは状況によっていろいろな形があり得ると思います。ウクラ
イナ情勢の悪化が非常に⾒通せないということで、燃料価格の落ち着きが⾒られず、今の段階であ
る仮定を置いて配当予想を出したとしても、大きく業績⾒通しが外れる可能性があり、皆様にご迷
惑をおかけするというようなことで、そういう意味もあり未定としました。また、未定としたもう
一つの理由は、先ほどもご説明した通り、新地発電所の復旧の⾒通しがある程度定まっていない
と、業績の⾒通し、配当の予想ができないということであります。 

⻄川：ありがとうございます。追加でというか、ご説明の中で、配当をゼロにする議論もあったと
いうご紹介を今いただいて、先ほどの新家さんの質問に対するご回答の中で、今の連結キャッシュ
利益の目標がこのままでいいのかという議論もあったが、堅持することにしたという件があったと
思います。社内で利益目標とか、配当の水準みたいなものをドラスティックに⾒直すべきじゃない
かという議論があるように、お話の中からお⾒受けした訳ですが、具体的に何が御社のダウンサイ
ドリスクとして意識されているのでしょうか。 
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というのは、燃料価格の乱高下は、今年度においては大きな話ですけれども、基本的には時間が経
って転嫁できる種類のものが多いと思いますし、何年かで⾒れば女川も動き、新地も復旧するとい
う話になると思いますので、今短期的に厳しいところがあっても、数年みたいなところを先まで⾒
極めても、去年とか一昨年⾒ていた状況と、何か御社の⻑期持続性に関して悪影響を与える状況が
起こっているのかとなると、どのような悪材料があるのかが少し気になったという趣旨です。よろ
しくお願いします。 

උ口：このまま燃料がずっと上がり続けていった場合、本当に極端なことを想定すると、ゼロ配当
も当然考えなくてはいけないということです。今は、安定配当をしていくため、収支を少しでも向
上させるために、様々な打ち手を検討しています。 

その中の一つとしては、まずは発電所の復旧を少しでも早めることが大前提です。あとは徹底した
コスト削減。もう一つは、お客さまに契約内容の⾒直しをお願いするというようなことも含めて、
販売面の収益性向上です。 

安定供給を第一に考えながら、お客さまに電気を供給するという責務を持っているという意味で、
安定供給のためにかかった費用についてはある程度しっかり頂かなくてはならないという意味で、
お客さまにも 1 件 1 件お願いしながら、交渉をこれからしていくことも考えております。 

⻄川：ありがとうございました。 

丹野：それでは続きまして、松本様、お願いいたします。 

松本：野村證券の松本と申します。よろしくお願いいたします。 

1 点目は、今最後に触れていただきました値上げ、販売契約の⾒直しです。これは今からお願いを
していくということなので、今年度、収支に効く部分もあるかとは思うのですが、多分、4 月契約
更新の方が多いと想像しますが、来期、23 年度に抜けてくるのが多くなると⾒たほうがいいのか
ということ。 

また、こちらは特高、高圧全般に対し、このような値戻しをしているのか、何か一部の極端に安い
人たちの値戻しという形としているのか。販売契約⾒直しの成り⾏きについて、もう少し掘り下げ
て教えていただければというのが 1 点目です。 

2 点目は、やや細かいですが、相馬共同火力の停止による代替燃料で、先ほど LNG の焚き増しと
いう話がありましたが、この追加調達については⻑期契約の弾力性の部分で対応できるのか、スポ
ットまで踏み込まないといけないのか、この辺りの調達の裕度について教えていただければという
のが 2 点目です。 
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3 点目は、終わった期について、JEPX の価格高騰で 500 億円の減益と示していただいています
が、相馬共火や女川 2 号が通常に稼働した場合には、ここのエクスポージャーはどれぐらいになる
のか。例えば発電電力量の何パーセントとかでもいいですけれども、どれぐらいまで下がっていく
のか。販売電力量にもよるかと思いますけれども、もし⾒通し、感覚があれば教えていただければ
と思います。よろしくお願いいたします。 

උ口：1 問目、2 問目は私から、3 問目は事務局から回答させていただきます。 

まず１点目の販売について、これは高圧、特高とも全般的にということではなく、先ほどおっしゃ
っていただいたように、安くお買い上げいただいているお客さまに対して、契約内容の⾒直しをお
願いしているということです。例えば、複数年契約や、電気の使い方を当社ニーズに合わせて調整
いただけるお客さま、また、契約期間によって割引をさせていただいているお客さま、そのような
お客さまに対して、まずはお願いをさせていただいております。 

弊社の場合は、全てが 4 月の契約更改ではなく、下期など、お客さまによって異なります。そのよ
うな意味で、契約更改に合わせて契約内容の⾒直しのお願いをさせていただいていますので、23
年度以降も、収益力の向上に寄与していくようになると考えています。 

2 点目です。相馬共火の代替については、LNG より油のほうが安ければ油火力で代替、あるいは
LNG の⻑期契約の上積みをお願いしていくこととしております。元々、当社の場合、LNG は⻑期
契約がメインで、短期契約とスポット調達を組み合わせておりますので、代替は全てスポット調達
というわけではなく、それらをうまく組み合わせながら、石油も活用し、カバーしていくこととし
ております。 

調達の裕度という意味では、22 年度についてはほぼ燃料の調達の⾒通しは立っている状況です。
ロシア産燃料の輸入禁止について、LNG は今のところ、引き続きサハリンから調達できますが、
今まで約 10%を調達していた石炭については、他の調達先に変えることになります。今年度は、
石炭火力が止まっているため全てを代替ということにはなりませんが、来年度以降について、代替
調達先の確保を今から準備を始めているところです。 

砂子田：常務執⾏役員の砂子田でございます。この 4 月から経理部を担当しておりますので、どう
ぞよろしくお願いいたします。 

3 点目について、ご質問の趣旨は、2021 年度決算の変動要因にある卸電力取引市場の価格上昇影
響について、女川あるいは相馬が立ち上がった時にどの程度のエクスポージャーがあるかというご
質問かと思います。端的に申し上げると、今の断面で具体的な数字を持ち合わせていない、かなり
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算定が難しいと認識しております。これはやはり今の燃料価格が、今後どうなるかという⾒極めも
つけにくく、それによってマーケットがどういうふうに動くのかというのも非常に想定がしづらい
ということであります。 

そのような中で、今の時点で、女川 2 号が立ち上がったときに、どの程度の収支インパクトがある
のかというのは、安全サイドで、年間で 400 億円ぐらいではないかと⾒ています。それがそのま
ま直接マーケットのトレードで解消されるかどうか、その辺りもマーケットの動き、あるいはその
中での当社への収支のインパクトについて、一時的な要因だけで止まるかどうかも含めて、まだ⾒
極めがついてないというのが正直なところです。お答えになっていなくて申し訳ありませんが、ご
理解いただきたいと思います。 

松本：はい。ありがとうございました。 

丹野：次の方、荻野様、お願いいたします。 

荻野：三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券、荻野でございます。2 問か 3 問、お願いします。1 問
目は、今の松本さんへの回答の数字の話が興味深かったので、教えていただきたいですけれども。
まず、前年度の経常の増減要因の中に書いてある卸電力取引市場の価格上昇影響のマイナス 500
億円のところで、この内訳、もしくは、こういう考え方でこのマイナス 500 億円を出しています
というのがありましたら教えてください。 

それから、女川 2 号の再稼働メリットを年間 400 億円ぐらいとさっきおっしゃったと思うのです
が、この 400 億円の考え方が、例えば火力消費量が減る分を考えているだけであるとか、減価償
却費と電力スポット価格も入れているとか、火力だったらガス火力平均だとかという、マイナス
400 億円の計算の考え方を教えてください。すみません、まずこれ先にお願いします。 

遠藤：経理部⻑の遠藤でございます。よろしくお願いいたします。まず 1 点目の、卸電力取引市場
の価格上昇影響マイナス 500 億円の内訳については、大きく二つ影響が出ると認識してございま
して、一つは直接市場から調達する分の上昇影響です。これにつきましては、前年度の市場調達量
を起点にして、単価の上昇分を織り込んでいますが、これが大体前年度比較で 200 億円の利益減
と⾒ております。 

もう一つは再エネ交付金です。再エネの小売買い取り分につきまして、2021 年度から回避可能費
用が市場連動になったところもあり、市場価格が高騰したことによって再エネ交付金が減少して収
支が悪化した分が前年度比較で 300 億円程度あり、この二つで 500 億円程度の収支悪化要因にな
ったと分析してございます。 
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2 点目でございますが、女川 2 号の再稼働に伴うメリットということで、おおむね月 40 億円、年
間で 400 億円程度を収支改善効果と⾒込んでございます。こちらにつきましては、再稼働したこ
とによります火力電源の焚き減らし影響でございまして、概ね自社火力の LNG で代替したところ
を考慮し、燃料費低減効果で年間 400 億円と評価をしているところでございます。 

උ口：今の説明に若干補足いたします。400 億円は単なる燃料費だけの部分のメリットでありま
す。この他にも環境価値などがありますが、それは入っていないということです。燃料費も、燃料
が急激に上がる前の条件を前提にしていますので、保守的に⾒た前提とご理解いただければと思い
ます。 

荻野：補足ありがとうございました。女川 2 号が動いたときの減価償却費の定額法による規模感を
教えていただけることはできますか。 

遠藤：経理部の遠藤でございます。こちらにつきましては、具体的な金額をなかなかお示しできな
いのですが、イメージ的には現状、定額法に変わってございますので、安全対策投資のレベル感等
をご覧になっていただきながら、原子力発電設備の耐用年数等を考えていただければいいのかなと
思います。 

荻野：勉強不足ですけれど、安全対策工事の金額はどこかに載っていましたか。 

砂子田：常務執⾏役員の砂子田でございます。現在、安全対策工事費に関して公表ベースで 3,400
億円、特定重大事故等対処施設の建設費で約 1,400 億円です。これらについては、現在、数字の精
査を詰めているところでございますし、工事も進捗中ということもありまして、大変申し訳ありま
せんが、これはお取引先との契約ということもあり、今お示しできるタイミングではないというこ
とと、それから当社の競争力にそのまま関わる部分ということで、公表については控えさせていた
だいておりますので、何卒ご理解を賜りますようよろしくお願いいたします。 

荻野：数字を公表していることを教えていただいてありがとうございました。大きな 1 番は終わり
です。大きな 2 番は、先ほどの松本さんの値上げ話のところですけれども、値上げのお客さまの高
圧以上のお客さまで、一部のお客さまというところの、その一部の事例が私の中では想定外の事例
でして、例えば複数年契約していただいている方とか、電気の使い方にご協力していただいている
お客さまに対して、割引を多分していらっしゃる。そこの割引のところが、今の燃料価格、規制、
経過措置でいうと、上限バンドを超えるような燃料価格だと、今回値戻しをお願いしているお客さ
まのところは逆ざやになっちゃうような仕組みだったということでいいですか。 
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経過措置の上限バンドより下だったらちゃんと儲かっていたが、上限バンドより上に⾏ったから駄
目になったということですか。それとも何か他の要素が入って、このお客さまたちにお願いしてい
るということですか。すみません、お願いします。 

උ口：උ口です。上限にかかるお客さまというのは低圧のお客さまです。一般家庭とか低圧のお客
さまに燃料費調整制度の上限が設定されています。特別高圧、高圧のお客さまは、燃料費調整制度
の上限の設定をしていない状況にあります。電気料金は、低圧、高圧、特別高圧のお客さまトータ
ルでもって考える必要があり、最終的に当然利益が出ないと経営は成り立ちません。 

さらに燃料費がどんどん上がるような状況や、高止まりの状況等を踏まえますと、やはり今の私ど
もの料金の戦略でいいのかというのも、再検証が必要と考えます。 

今の燃料費調整制度のあり方については、国の方でもいろいろと議論していただいています。 

宮武：グループ戦略部門⻑の宮武と申します。よろしくお願いいたします。料金戦略の面につきま
しては、特に自由化部門の対応ということもありまして、個別の中身についてそれぞれのお客さま
との契約というところもありますので、なかなか具体的に申し上げるところが難しいというところ
です。やはり収入をどう上げていくかという点が重要で、今社内で議論しているというところで
す。個別のお客さま対応につきましてはこの場ではお話しできないということをご理解いただけれ
ばと思います。 

荻野：ありがとうございます。3 問目は、成⻑分野に関して、資料の 24 ページ目に投資のイメー
ジの金額とリターンを書いていただいているのですけれども、ネットワーク投資の 2,000 億円程度
のところのリターンについては、マネタイズの観点からあえて書かれてない状況があると思います
が、ここについてのリターンは、ネットワーク部門の今後 10 年間の規制の中で、どれぐらいリタ
ーンを生み出せるかどうかというところを⾒てほしいということなのでしょうか。何かご意⾒あり
ますか。 

砂子田：砂子田でございます。ご質問の件については、今お話しいただいた通りでよろしいかと思
います。来年度に向けて、この託送料金制度そのものも改めて申請をするタイミングであります
し、その中でどの程度の事業報酬を認めていただけるか、あるいは私どもとして稼げるかというと
ころになりますので、今この時点でそういったネットワーク事業のおおよその通常認められるであ
ろう収益レベルを、まずは念頭に置いていただくのがよろしいかと思います。 

荻野：分かりました。ありがとうございます。 
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උ口：補足しますと、目標数値は入っていないのですが、やはり再エネが拡大してくれば、当然、
電流も増えるわけですから、ネットワークの託送収入も増えていく方向になるのではないかと考え
ております。具体的な数値はなかなかお示しできないのですが、ご理解をいただければと思いま
す。 

また、レ点の四つ目にある「再エネ・蓄電池・EMS などによる最適な需給制御」については、
VPP なども含め新たな事業をいろいろと検討し、事業を始めるための準備をしております。その
ようなこともリターンの中に入ってまいりますが、具体的に目標を定めづらいこともあり、記載し
ておりません。 

荻野：ありがとうございました。 

丹野：他に質問のある方いらっしゃいますでしょうか。よろしいでしょうか。 

それでは、以上で質疑応答を終了させていただきます。皆様ありがとうございました。 

以上をもちまして、東北電力株式会社、2021 年度決算説明会を終了させていただきます。本日は
お忙しい中ご参加をいただきまして、誠にありがとうございました。 

［了］ 

______________ 
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